平成３０年度　第８回座間市地域包括ケア会議及び在宅医療推進協議会　
平成３０年１１月１３日（火）18時30分～20時00分
サニープレイス　３階研修室
１．生活援護課　自立サポート担当　林氏より：
10月1日より生活困窮者自立支援制度が改正された。庁内での連携が重要で、「自立相談支援事業等の利用勧奨」では、努力義務。市では、さまざまな窓口があり、生活困窮で課題を抱えている人は自身で適切な窓口にたどりつけない。「行政改革推進委員会　包括的支援体制構築専門部会」で、市では「つなぐシート」を活用し、税金や国民健康保険料の滞納等では、滞納の話をするだけでなく生活の困りごとを聞き、必要に応じて別の窓口に繋ぐ。（9月より試行的に実施を始めた。）これまでは、税金関係部署から月に一件ペースで自立サポートに相談に来ていたのが、今では4倍に増加。生活困窮者や複合的に問題を抱えている人は他部署窓口にも繋げていく。
自立相談支援事業等の利用勧奨では、「断らない相談」をモットーに広く窓口を広げる。

当市の場合、生活支援コーディネーターや生活支援体制整備事業との連携で、生活支援体制整備と生活困窮者と一緒に行っていくと介護保険事業計画にも明記。これは近隣市で珍しいパターン。
　50歳の人の社会参加が難しい。昨年10月から就労準備支援も行っている。再度、社会参加し、就労していくための基礎的トレーニングをしていく事業となる。
「はたらっく・ざま」の利用説明会を開催する。市の窓口は行きづらいとの声もあり、「はたらっく・ざま」事業所では、どのような事をやっているのかを知ってもらう説明会する。生活支援全体について生活困窮は生活のいろいろな場面で支援が必要な人が大勢居る。このように支援体制を整備していくために必要な部分は委員の皆で検討したいと考えている。
２．議題　各チームより：

（１）地域包括ケア会議チーム
認知症の人にも優しい街づくりに取り組んだが、各包括に認知症地域支援推進員の配置や、認知症施策推進会議も立ち上がり、平成26年度から29年度の地域課題リストを精査しながら新たな課題の検討を実施。新な課題の候補としては、訪問介護・看護事業者の駐車場問題（東建座間ハイツで駐車禁止切符を切られてしまう）、買い物難民・移動交通手段の確保（以前より改善しているところもある）、改善の余地は難しい問題。虐待介入でのやむ処置対応を市に依頼しているが、市が対応できない時は地域包括支援センターで対応できないか、ゴミ出し問題・独居高齢者に対する課題・自助に関する意識改革・65歳以下の孤立問題・80-50問題等、いろいろ案は出ているが、特に80-50問題に関しては自助の問題、65歳以下の問題、自治会加入率問題も含まれている。
現在の相談の中で50歳代は繋げる先が自立サポートしかない。自立サポートだけでなく、他の窓口がない。80-50問題では課題が多岐に渡るので、多部署で関わった場合の主体はどこになるのか曖昧。精神疾患の子供を抱えた両親が認知症等のケースが多いとの意見もある。集約すると80-50問題ではさまざまな対応があり多様な意見や立場から議論する必要がある。
当チームの意見としては、80-50問題に関わるいろいろな窓口との連携会議や情報共有するための連携シートがあると良いし、他の窓口と連携の第一歩として80-50問題に関わる関係機関と部署に参加してもらい意見交換の運びとなった。この会議で趣旨を説明し、包括ケア会議の子会議にゲストを招き、情報共有を目的とするスポット会議を実施。1月8日開催、参加機関と部署は①障害福祉課：精神担当者②ヌー③自立サポート：林氏④生活援護課⑤住宅課等に声を掛け意見交換の場にしたいと考えている。
（２）在宅医療と介護連携チーム
9月10月と子会議を開催。会議の進め方として、座間市地域在宅医療介護連携支援室の（ア）～（ク）の8事業について国から各市町村に目標設定をする事となっているが明確なゴール設定がないため、この会議で目標設定することとなるが委員で協力した方が判断批評の共有ができるのではとなり、各団体・事業所へ「実施状況や取り組む予定・これからの予定等」を宿題としている。
11月16日（金）在宅支援室主催による研修を開催した。参加95人。居宅事業所が24事業所で47人。病院・有床診療所9病院で23人。有料ホームとグループホーム6施設で10人。地域包括支援センターは4包括で13人。歯科医院1医院で2人（歯科医師含む）。
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